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　　IVr日米経済協力」構想

１　トップ・レベル作業

　（1）「日米経済協力」構想とは何か

　「日米経済協力」構想とは，朝鮮戦争勃発後，アメリカ軍部が，軍需調

達のために日本の工業生産力の動員を検討し始めたのに呼応して，1951～

52年に日本の政府，財界，ジャーナリズムおよびＧＨＱ/ＳＣＡＰが唱えた，

アメリカの軍需調達への協力構想である。

　「日米経済協力」の公式プログラムが作成されたことはなく，関連する

日米両国政府の政策文書も未公開であったため，その全体像はとらえにく

かった1）。山本満は，「日米経済協力」に関する論文のなかで，「『日米経

済協力』とはダレス特使の来日によってクローズアップされた計画，期待，

思惑，幻想，スローガン，あるいはそれらすべての混合物のことである］２）

と述べた。期待や思惑だけが膨らみ，内容がともなわない計画という見方

は，現在も有力である。

　これに対して，中村隆英は，講和後の日本を西側勢力に繋ぎとめるため，

アメリカ政府が，1951年後半～52年に軍需調達を増大させたこと（「新特

需」）に着目し，1953年頃までは，この構想は実体があったと主張した3）。

　本章では，「日米経済協力」構想の，実体の部分と期待の部分とを実証

的に腑分けし，この構想の実像をより明確な形で示したい。

　「日米経済協力」構想は，以下の４つの柱からなっていた。
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　第１は，アメリカの軍需動員体制を補完するための，日本の工業生産能

力の動員である。日本からの物資調達の可能性を調べるために，「トップ

・レべル作業」と呼ばれる，日本の工業生産能力の最高限度調査が実施さ

れた。

　第２は，日本の工業設備をフル稼働させるのに必要な原料の，東南アジ

アからの輸入である。朝鮮戦争による日中貿易の実質的な途絶により，中

国からの原料輸入は困難になり，それに代る原料調達先として東南アジア

（当時の用語では現在の南アジアまでを含む）がクローズアップされた。日本

が東南アジア市場にアクセスできるように，アメリカが尽力することが，

「日米経済協力」の柱の１つとされた。

　第３は，アメリカがアジア諸国に供与する援助物資の日本からの調達で

ある。東南アジアヘのアメリカ政府のＥＣＡ（経済協力庁）援助や，韓国復

興援助（ＵＮＫＲＡ）の物資を日本から調達するという間接的な形で，アメリ

カは日本の経済自立を支援することになる。

　第４は，日本の工業生産の隘路を打開するための外資導入である。とく

に最大の隘路であった電力不足を解消するため，日本は電源開発資金の海

外からの調達を希望した。国際資本市場がまだ復興していなかった当時，

民間の外資導入は不可能であり，アメリカ政府の経済援助と，国際復興開

発銀行（世界銀行）借款に期待が寄せられた4）。

　それでは，「日米経済協力」構想の推進主体は誰であったのか。この問

題は，本章の分析の中で解明するが，日本政府（経済安定本部，大蔵省，通

産省），日銀，財界,GHQ/SCAP,アメリカ本国の陸軍省，調達局，国務

省，財務省などが，それぞれの利害・思惑をもって関与していた。なかで

もＧＨＱ/ＳＣＡＰのイニシアティブは突出しており, GHQ/SCAPの構想に，
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日米のさまざまなアクターが参加するという構図であった。

　（2）産業動員計画の始動

ＧＨＱ/ＳＣＡＰの提案（1950年８月）朝鮮特需は，朝鮮戦争勃発の緊急事

態への対応として始まった。あらかじめ，日本からの物資・サービスの調

達計画が準備されていたわけではない。占領のための物資・サービス調達

機構を活用する形で，戦争初期の調達は行われたのである。朝鮮戦争のた

めに，日本の余剰生産能力を動員する構想は，1950年８月にGHQ/SCAP

が初めて提起した。「日米経済協力」構想の淵源は，この時点に求めるこ

とができる。

　ＧＨＱ/ＳＣＡＰ経済科学局は，「戦前において朝鮮の工業製品の需要は，

日本によって満たされていた。現存する工場や輸送設備の大部分は，日本

の製品である。したがって，日本がその調達先となるのは，自然であり，

経済的である」5）と考えていた。対日経済援助（ガリオア援助）の予算交渉

のために帰米した, GHQ/SCAP経済科学局計画統計課長ケネス・モロー

(KennethD. Morrow)と，経済科学局特別顧問セオドア・コーエン(Theodore

Cohen)は，８月初め，アメリカの軍関係者に対し，朝鮮戦争の調達に日本

の工業力を動員する提案を行った。

　モローとコーエンは，８月３日，８日の両日に，アメリカ政府の調達局，

陸軍,海軍,空軍の関係者と会談した6）。会談では，日本の工業力利用が,３

つの側面から検討された。
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　第１は，備蓄物資の調達先としての利用可能性である。モローとコーエ

ンは，銅，亜鉛，鉛，アルミニウムなどの物資について，日本には生産余

力が存在すると指摘した。

　第２は，緊急事態（全面戦争勃発）の際の工業力利用である。この点に

ついてモローとコーエンは，つぎのように説明した。日本の工業生産は，

まだ戦前の半分のレべルにすぎない。民需物資の調達は可能であるが，軍

需物資の調達は，軍需工場がほぼ無傷で残っているものの，極東委員会

（ＦＥＣ）が兵器生産を禁止しているので困難である。しかし，緊急事態が発

生すれば，日本の工業生産能力は最大限動員されることになるだろう。

　第３は，当面の調達の問題である。朝鮮戦争にかかわる物資の日本での

生産は，すでに一部では開始されており，検討も行われている点が会議で

確認された。

　会談では，①バイ・アメリカン法による制限の存在，②アメリカ本土か

ら「5,000マイルも離れた」日本の業者と交渉することのむずかしさ，な

どの問題点が指摘されたものの，モローとコーエンは，日本から調達する

方が，他の国から調達するよりも現実的であるとの印象を，アメリカの軍

当局者に与えることに成功した。

　モローやコーエンの関心は，朝鮮戦争のための物資・サービスの調達を

円滑に行うことよりも，朝鮮特需を挺子として日本経済の復興を促すこと

にあった。これは, GHQ/SCAP経済科学局の少なからぬ部分が，共有し

ていた考えであった。

中国の参戦とアメリカの戦時動員体制　ＧＨＱ/ＳＣＡＰ側Uからの提案を，ア

メリカ政府が真剣に受け止めるようになったのは，10月の中国参戦以後

であると推測される7）。
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　アメリカにおいては，朝鮮戦争勃発後，すぐには戦時動員体制は構築さ

れなかった。この戦争が早期に終結するかどうか不明であったことに加え，

第２次大戦期の戦時統制への嫌悪感や，軍事費膨張による財政赤字を忌避

する感情が，アメリカの政府や議会で強かったこと，また，トルーマン大

統領自身が均衡財政を強く志向していたことが，統制強化への動きを牽制

する要因として働いた。

　1950年７月19日，トルーマン大統領は議会に対して特別教書を送り，

アメリカの朝鮮へのコミットメントが引き起こす物資不足とインフレの懸

念を指摘し，民需・軍需物資の十分な供給と戦略物資の増産のために，大

統領に広範な権限を与える法律を制定することを要請した。この要請に応

えて，９月１日に米議会は国防生産法(Defense ProductionAct of1950)を可

決した。この法律にもとづき，経済安定本部(Economic StabilizationAgency;

ＥＳＡ)と賃金安定局(Wage StabilizationBoard;ＷＳＢ)が設置された。また，商

務省のもとに国家生産局(National ProductionAuthority;ＮＰＡ)が新設され

た。

　この間，７月末に大統領は追加軍事費105億ドルの支出を議会に求め，

第２次夫戦後縮小化傾向にあったアメリカの軍事費はふたたび増大に転じ

た。8)

　国防生産法は，大統領に，軍需物資の調達，信用統制，賃金・物価統制

の広範な権限を与えたが，トルーマン大統領は，統制は必要に応じて漸次

実施する方針を採ったため，間戦後５ヵ月間の統制強化への動きは緩慢で

あった。

　ところが，11月25日の中国参戦が，事態を大きく変えた。この時から，

アメリカ国民の朝鮮戦争に対する強い支持を背景に，統制は急速に強化さ

れて行った。
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　12月16日，トルーマン大統領は国家非常事態を宣言し，国防動員本部

(Officeof DefenseMobilization;ＯＤＭ)の設置を発表した。国防動員本部の長

官には，統制推進派のウィルソン(Charles E.Wilson)を指名した。

　1951年１月３日には，国防生産局(Defense ProductionAdministration;ＤＰＡ)

を設置し，従来の国家生産局の業務はこの機関に吸収された。また，同時

に国防動員委員会(Defense MobilizationBoard)も新設された。

　この３つの機関の関係は，国防動員本部(ＯＤＭ)が基本的な経済動員政

策の策定に当り，国防生産局(ＤＰＡ)が，生産の優先順位，生産量の割当，

生産拡大計画などの作業を担当し，国防動員委員会は，国防動員本部の諮

問委員会として，政策決定に対して助言するという任務分担であった。

　国防動員本部長官のウィルソンは，ゼネラル・エレクトリック杜の社長

を動めた後，ニューディール期に全国復興局(National Recovery Administra-

tion;NRA),戦時生産局(War ProductionBoard;ＷＲＢ)の役職を歴任した人物

であり，国防動員本部長官として，トルーマン大統領に次ぐ強大な権力を

有すると評された。

　こうして，経済動員体制が整えられ，1951年１月26日には，賃金物価

の全面凍結令(General CeilingPriceRegulation)が公布された。賃金物価の統

制に消極的であったヴァレンタイン(Dr. Alan Valentine)経済安定本部長官

は辞任し，１月24日に，ジョンストン(Eric Johnston)が長官に就任した。

　以上のアメリカの経済統制の推移を見れば，本格的な日本の産業動員構

想が，1950年ではなく，朝鮮戦争勃発から半年以上を経過した1951年に

なってから急浮上した理由がわかる。しかし，つぎに見るように, GHQ/

ＳＣＡＰはすでに，1950年秋から産業動員の検討を開始していたのである。

日本の工業生産能力の検討開始　1950年９月初めに，国務省は，朝鮮戦

争に必要な物資を生産するため，日本の軍需工場を利用する可能性を探り

始めた。
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　日本の軍需生産能力に関しては，その撤去と再建禁止を謳った，1947

年８月14日極東委員会決定の｢日本の産業的戦争能力の削減｣(ＦＥＣ-084/

21)が存在していた9)。それによれば，占領期間中は第一義的軍需産業の

再建につながる措置は禁止され，軍需基礎産業も，極東委員会の武装制限

方針に従って，一定の許容水準に抑えられることとされた。

　国務省は，この文書が，占領目的で必要とする場合の例外規定を設けて

いる点に着目し，北朝鮮の侵略は占領に対する脅威であるという根拠にも

とづいて, GHQ/SCAPが日本の軍需産業を利用することの正当性を主張

できると考えたl0)。

　この主張は, GHQ/SCAPと陸軍省によって支持され11)正確な日付は

明らかではないが，1950年秋に, GHQ/SCAPのG3(参謀第３部), G4 (参

謀第４部：兵站関係)が，日本の産業動員の検討を開始した。この時点で

のG4の意見は以下の通りであった12)。

①米軍と警察予備隊向けの兵器，弾薬等を日本が生産できるように，基本

　政策が変更されるべきである。

②日本の工業に関する調査が実施され，産業動員牡画が作成されねばなら

　ない。

③日本政府は，緊要な原料を備蓄し，調達命令があった場合は，原価で契

　約者に引渡すようにしなければならない。

④生産設備を整備・充実させるために,日本の工場に対して｢教育的発注｣
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　を行う必要がある。

　この検討の基礎データの作成作業は，1950年10月にＧＨＱ/ＳＣＡＰ経済

科学局が日本政府の経済安定本部経済復興計画室と共同で行ったようであ

る13）。

　G3とG4の検討を踏まえて，12月に太平洋陸軍参謀長ヒッケイ(General

Doyle O.Hickey)は，産業動員に関する会議を招集し，以下の点に関する調

査を命じた14）。

①日本の工業設備を用いて，朝鮮戦争と警察予備隊が必要とする軍事物資，

　準軍事物資のうち，いずれの種類を生産できるか。

②日本の有する，これらの物資の最大生産能力はどの泣か。

③これらの物資の生産を増大させるために，賠償指定設備も全面的に利用

　した場合に，生産能力をどれだけ拡張できるか。

　このように, GHQ/SCAP,極乗車は10月頃から産業動員計画を練り始

め，中国参戦後の12月に，動員計画の検討作業に入った。

　（3）「日米経済協力」構想の起源

吉田・ダレス会談（1951年1月～2月）「日米経済協力」構想の発端として，

しばしば挙げられるのが，1951年１月29日の吉田・ダレス会談の初日に
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行なわれたマッカーサーとの会見である15）。

　会談後，吉田とダレスが揃ってマッカーサーと会見した際に，ダレスは，

日本の再軍備に対する吉田の消極的な意見に不満を表明した。それに対し

て，マッカーサーは，「自由世界が，今日，日本に求めるものは，軍事力

であってはならない。そういうことは実際できない。日本は軍事生産力を

もっている。労働力をもっている。これに資材を提供して，この生産力を

フルに活用し，これを自由世界の力の増強に活用すべきである」と，とり

なしたとされる。

　この会話の史料的根拠として存在するのは，西村熊雄の記録だけであ

る16）。しかし，西村は吉田，ダレスとマッカーサーとの会見の席に立ち合

っておらず，この記録は，吉田から聞いた話を西村がメモに留めたもので

ある17）。おそらく，短時間の儀礼的会見であったためだろうが，アメリカ

側の記録は存在しない。

　のちに吉田は，このエピソードを『回想十年』に記し，また，みずから

好んで語ったという18）。吉田・ダレス会談後，吉田は，ダレスの再軍備要
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求を拒否したと言明していた。しかし，周知のように，吉田没後の1970

年代末になってから，第１回吉田・ダレス会談において，吉田が再軍備（警

察予備隊とは別個に５万人の保安隊を設けること）を米側に対して秘密裏に約

束したことが明るみに出た19）。生前，吉田がこのエピソードを繰り返し語

ったのは，ダレスの再軍備要求に屈したことを後ろめたく思っていたから

かもしれない。

　いずれにしても，この会話は非公式のものであり，「日米経済協力」構

想の出発点として位置づけるのは適切ではない。

　しかし，吉田がダレスとの会談において，日本の工業力を積極的に売り

込もうとしたことは事実である。会談に先立って，１月23日，吉田の側

近である白洲次郎は，ダレス・ミッションの一員であった国務省北東アジ

ア課特別補佐官のフィアリー(Robert Fearey)を訪ねて，アメリカは自由世

界の「不足物資」を満たすために，最大限日本の工業能力を利用すべきで

あり，日本を「自由世界」に結びつけるのに，それ以上，有効な方法はな

いと説いた2o）。

　1月31日の第２回目の会談で，吉田首相はダレスに対して，「自由世界

の防衛強化のため，日本のなしうる協力としては，武力のほかに，日本の

生産力がある。造船その他今日日本のもっている生産余力について情報を

提供しよう」と申し出た21）。

　2月１日の事務レベルの会談では，日本側の提出した「相互の安全保障

のための日米協力に関する構想」について質疑応答が行われたが，その際，

アメリカ側から，「日本にたいし侵略があった場合，日本は可能なすべて
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の手段によって米国に協力するというが，どういう協力を与えうるのか」

と質問された。日本側は，「考えうるすべての手段，たとえばフィジカル

・フォースとしては警察力もあり，工業生産力もあり，施設もあり，運輸

もあり，法律上も事実上もすべての手段がふくまれる」と返答した。しか

しアメリカ側は，この回答に納得せず，「米国は日本が警察力や生産力を

もってする以上にすくなくともある程度の地上部隊（グランド・フォース）

をもって協力することを期待する」と繰り返し述べたのである22）。

　このように，軍事力でなく生産力で協力するという論理は，アメリカ側

には受け入れられなかったのである。

　１月31日に吉田が提出を約束した資料は，通産省と運輸省が作成し，２

月５日の吉田・ダレス会談に，「軍事生産力に関する資料」（表13),「主要

産業の余剰生産力に関する資料」（表14),「船舶に関する資料」として提

出されたが，この吉田・ダンス会談では，経済協力問題が具体的に討議さ

れることはなかった。

ダレスの意図　ダレスは，「日米経済協力」をどのように考えていたのだ

ろうか。

　1951年１月末の来日に先立って，１月18日，ダレスは国防動員本部の

ウィルソン長官を訪ねて，訪日の趣旨をつぎのように説明し，協力を求め

た23）。

　私の訪日の目的は，自由世界のために，日本から信頼に足る協力を得ら

れるかどうかを確かめることにある。日本を自由世界に積極的に協力させ
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るためには，アメリカは日本に軍事的，経済的にコミットしなければなら

ない。軍事的な面では，日本を含む列島を防衛するために兵力を割くこと

につき，国務・国時両省の間の完全な合意が成り立っている。経済面につ

いては，日本の工業生産が維持され，必要な原料，とくにコークス炭と鉄

鉱石が充分に入手できるように保証しなければならない。アメリカが原料

をもっぱら自国のためだけに使い，日本に供与しないならば，日本を共産

主義から引き離しておくことは不可能であろう。

　これに対して，ウィルソン長官は，趣旨には全面的に賛成だが，日本に

誤った期待を与えてはならないと注意した。

　２月５日のダレスとマーカットＧＨＱ/ＳＣＡＰ経済科学局長との会談で，

ダレスは，つぎのように述べた24）。「私の抱えている主要な問題は，大部

分のアメリカ国民と議会指導者たちの念頭にある問題，すなわち，いかに

少ない負担で日本とうまくやってゆくかである。講和後いつまでも，日本

の国際収支赤字を補ってやらなければならないのか，あるいは，大量の日

本商品の輸入を認めなければならないのか？この二つの，いずれも望まし

くない選択肢以外に，日本の経済問題を解決する道はあるのか？」

　これらの発言に見られるように，ダレスの関心は，もっとも安上がりの

方法で日本を米国の陣営に繋ぎとめることにあった。ダレスは，軍需調達

に関心はなく，原料への日本のアクセスを容易にすることを重視していた。

調達局の要請（1951年２月１日）米軍の調達をテコにして日本の経済復興

を回りたいという日本政府やＧＨＱ/ＳＣＡＰの希望は，1951年２月１日に，

アメリカ政府が，朝鮮戦争に限定しない広範なアメリカの極東戦略のため

に，日本から軍需物資を調達する計画の検討を開始するに至り，一挙に具

体性を帯びてきた。
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表13　軍事生産力に関する資料
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表14　主要産業の余剰生産能力

　アメリカの調達局(Munition Ｂｏａrd）は，1951年２月１日，「アメリカ

の軍需調達先としての日本」と題するメモランダムを作成し，国防長官に

対して承認を求めた25）。このメモランダムの概要は，以下の通りである。

　①アメリカ軍（とりわけ太平洋地域の）の使用に供するための軍需物資及

び兵器の調達先，②東南アジアにおけるアメリカの軍事援助計画の補助者

として日本を利用することを検討したい。国際紛争が起きた際に，アメリ

カ軍の補助的な調達先として利用すべく，日本の工業動員計画を立てるこ

とがアメリカにとってもっとも利益にかなう。日本からの調達は，ａ）アメ

リカと太平洋地域の同盟国軍に軍需物資を供給するという戦略的価値があ
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り，b）結果的に日本へのアメリカの経済援助を削減し，ｃ）アメリカの資源

を温存することになる。上記の目的の成功は，「教育的発注」如何にかか

っている。上記の目的を達成するために，陸海空の各省はａ）日本からの

兵器及び軍需品の購入の増加を回り，b）調達局と協力しつつ日本の工業能

力を調査する必要がある。陸軍省から, GHQ/SCAPに対して，日本の産

業動員計画の策定を始めるよう要請して欲しい。

　調達局のメモランダムでは，日本からの調達の目的が，朝鮮戦争のため

の調達から，東アジア地域のアメリカの戦略のための産業動員へと拡大し

たことがわかる。これは，アメリカの政策が，朝鮮戦争への対処を契機に，

東アジア全体の軍事的封じ込め体制の構築へと進みはじめたことの反映と

見ることができる26）。

　（4）トップ・レベル作業（1951年２月～3月）

GHQ/SCAPのトップ・レベル作業27）アメリカ本国の調達局の要請は，

みずからを日本の経済復興の推進者として位置付け，また，産業動員の中

核たらんとしていたＧＨＱ/ＳＣＡＰ経済科学局を勢いづかせた。

　マーカット経済科学局長は，ただちに陸軍省に返事を送り28)アメリカ

政府の防衛および軍事援助のために利用可能な日本の生産能力については，

ＧＨＱ/ＳＣＡＰでは，すでに３ヵ月前からマッカーサーの指示によって検討

がなされており，２週間以内に詳細な研究をワシントンに送付できるだろ

うと述べた。さらにマーカットは，日本をＭＤＡＰ（相互防衛援助計画）に
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参加させる必要があり，講和後の日本を差別的に扱えば，共産圏が日本に

誘いをかけて，深刻な状況が生じかねないと警告した。そして，この問題

についてワシントンの担当者と話し合うために使節団を派遣する用意があ

ると付け加えた。

　産業動員計画立案の責任者になったのは，経済科学局特別補佐官兼計画

統計課長のケネス・モローである。

　ＧＨＱ/ＳＣＡＰ経済科学局は，「日本の工業生産能力－緊急に利用可能な

日本の生産設備に関する報告―」（1951年２月20日）を作成した29）。計画

統計課(Program & StatisticsDivision)と工業課(IndustryDivision)がデータを

用意し，モローが中心となって纏めた約60ページの報告書である。

　この報告書の目的は，「日本からの軍事調達のために日本の工業生産能

力を動員する計画を具体的に検討すること」であり，報告書の構成は以下

の通りである。

　基本的前提条件

　日本の工業生産能力

　（日本の）輸入必要物資

　輸送

　人口と労働力

　金融

　この報告書の基本的な考え方は，以下の通りである。

①占頷下で達成された日本の経済安定を維持することは，西側諸国にとっ

　て重要である。
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②アメリカは，講和後の日本に対し，どれだけの軍事・経済援助を供与す

　るかを決定する立場にある。

③原料の入手が保証されれば，日本はアメリカの援助に頼らずに経済復興

　できる。しかし，日本がしかるべき軍需生産計画に参加できなければ，

　戦略的・基礎的原料が入手できず，日本経済は維持できない。

④日本には相当の余剰生産能力と充分な労働力が存在しており，アメリカ

　で不足している物資および，極東地域への軍事援助物資を生産すること

　は可能である。

⑤日本を自由世界の軍需生産計画に参加させることは，日本を完全武装へ

　誘導する心理的効果がある。将来，日本が独自に防衛体制を整える際に

　は軍需品生産を行う必要が生じるが，そうした軍需品の生産に慣れさせ

　る効果もある。

⑥日本の軍需物資生産を，いかにして正当化するかは重要な問題である。

　朝鮮戦争のための調達については，朝鮮戦争は日本の占領に対する脅威

　でもあるという主張が受け入れられてきたが，講和後はこうした理由は

　成り立たない。しかし，日本の経済的な必要から，日本が輸出向けに軍

　需物資を生産することは，十分に受け入れられるだろう。

極東軍司令部(ＦＥＣ)内の異論　ＧＨＱ/ＳＣＡＰ経済科学局は,GHQ/SCAP

と極乗車が日本からの産業動員の責任を担うべきだと主張した。これに対

し，極乗車司令部のG4(参謀第４部：兵站関係)は，占領当局が動員計

画に関与することには，以下の理由から消極的であった30)。

①　日本における産業動員は，日本みずからが実施すべき事柄である。

②　日本は，現在，工業資源を軍需生産に動員できる態勢にはない。アメ

　リカの再軍備計画のために資源を動員するならば，民需生産に向けられ
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　ている日本の生産能力を破壊し，日本は永久にアメリカからの援助に依

　存する状態に陥ってしまう。

③　アメリカの軍事計画に日本経済を組み込むことは，日本をアメリカ合

　衆国への物資供給に特化させることになる。また，将来の軍事防衛計画

　にもとづく需要は，現在計画中の日米間の防衛条約によって左右される

　事柄である。

　こうした理由から，G4は①日本の工業能力を動員する目的で，調達局

のような機関を極乗車の下に設置すること31)②極乗車のスタッフが日本

の産業動員の調整に当ること，③日本政府に戦略物資の貯蔵を命じること，

④日本の生産者に｢教育的発注｣を行うこと，⑤極乗車が産業動員を監視

すること，は実行可能ではないと批判した。

国務省のコメント　調達局の提案に対して，国務省は，日本の産業動員に

は，極東委員会(ＦＥＣ)による日本の軍需生産禁止政策の制約があると指

摘した32)。

　第１は，1947年８月14日のＦＥＣ決定｢日本の軍需生産能力の削減｣

であり，この文書は，占領目的のために対日理事会(ＡＣＪ)に諮ったうえで

連合国最高司令官が認めた例外的な場合を除いて，兵器類の開発，生産，

組み立てを行うことを禁じていた。

　第２は，1948年２月12日決定の｢日本の軍事活動と兵器保有の禁止｣

であり，これにより，市民警察用，狩猟用をのぞく兵器類の開発，生産，

輸出入が禁止された。

　朝鮮戦争については，すでに軍需物資生産のために日本の軍需工場は利
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用されているが，東南アジアヘの軍事援助や，朝鮮以外に駐留する米軍の

ために動員する場合には，他の連合国との間に問題が生じると国務省は懸

念した。

経済安定本部のトップ・レベル作業33）ＧＨＱ/ＳＣＡＰは，日本の産業動員

計画の調査に関し，日本政府の協力を要請した。２月初旬，経済安定本部

は, GHQ/SCAPの担当者から，主要産業の末稼働設備を含めた生産水準

（トツプ・レベル）について諮問を受けた34）。経済安定本部は，調査委員会

を設けて極秘奥に算定作業を行い，２月半ばに，日本の産業の末稼働能力

に関する調査資料をＧＨＱ/ＳＣＡＰに提出した35）。

　この資料は，1951年12月末現在の実稼動能力調査にもとづく重要67

品目36）の生産能力を示したものであり，それに要する資金は，設備資金

5,000億円，運転資金１兆5,000億円，計２兆円と算出した（表15）。この

表の，安本調査に対するＧＨＱ回答欄の数値は，前記のＧＨＱ/ＳＣＡＰ報

告書「日本の工業生産能力」が掲げたトップ・レベル（1950年時点の最高

－140－



生産能力）である37）。

　ＧＨＱ/ＳＣＡＰの要請により，３月６日，経済安定本部は，経済協力に間道

した日本政府のＧＨＱ/ＳＣＡＰに対する要望および日本政府の政策を記した

文書（池田蔵相・周東経済安定本部長官の連名）を,GHQ/SCAPに提出した38）。

　この時に提出した文書と推定される，“For Our Closer Cooperation”と，

“Important Measures to be taken in Connection with Economic Coopera-

tion”の内容を見ておきたい39）。
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表15　経済安定本部のトップ・レベル作業
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　“For Our Closer Cooperation”(｢いっそう緊密な協力のために｣)は総論部分

である。日本が自国の熟練労働力と工業生産能力を動員し，日米経済協力

に貢献したいと述べ，以下の４点についてアメリカ側の理解を求めている。

①アメリカが日本に期待する経済協力の規模と内容を，概略だけでも示し

　て欲しい。

②労働力を動員するためには，労働者の生活条件の安定が不可欠である。

③特定の産業に偏らず，日本経済をバランスの取れた国民経済の循環を確

　保することが必要である。

④経済統制は最小限にとどめるべきである。

⑤原材料，設備，技術を入手できれば，日本は工業生産を増大できるので，

　ａ)食糧や生活必需品の原料の輸入確保，b)生産増強に必要な設備，資材，

　原材料や機械，技術の輸入，ｃ)クレジットの供与など大規模な資本の技

　下といった面で，アメリカからの援助を期待する。

　“Important Measures to be taken in Connection with Economic Coop-

eration”(｢経済協力に関連する今後の重要経済施策｣)には，今後実施すべき政

策が列挙されている。

①重要産業物資の生産増強　―　日本の実稼働能力にはまだ余裕はあるが，

　電力，輸入原材料，産業資金の３つがネックになっている。とくに生

　産増強にとって決定的に重要なのは電力であり，大規模な外資導入に

　よる電源開発，火力発電設備，送電設備の輸入を図らねばならない。

　また，石炭の大幅な増産も必要である。生産増強が可能な物資として
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　は，アルミニウム，鋼，鉄鋼，船舶，トラックなどが考えられる。ア

　メリカ側に対しては，特需発注の機構・方式を合理的に再編成するこ

　とを要請したい。

②生活物資の確保　―　主食に関しては，輸入食糧を確保して食糧需給の

　明るい見透しを示すことが国民生活安定の第一条件である。そのため

　に，国際小麦協定への参加を希望する。衣料に関しては，綿花，羊毛

　等の原料の輸入を確保する。

③輸入の確保　―　緊急輸入物資（鉄鉱石，スクラップ，強粘結炭，銅鉱石，

　ボーキサイト，ニッケル，塩，食糧，油脂原料，綿花等）の対日割当の確保

　と，対日輸出制限の緩和を図る。また，海外の未開発資源を開発する

　ために，外国に資金を供与する。

①船舶の増強　－　1951年度に必要な船舶量150～160万トンを確保する

　ために，新造船，改造，買船などで対処する。

⑤財政政策　―　物価の安定を維持するために，財政収支の均衡の基本原

　則を堅持する。増税は極力避け，インフレ防止のために止むを得ない

　ときにのみ，これを考慮する。

⑥金融政策　―　重要産業の資金を確保するため，政府系金融機関（開発

　銀行）を設立し，あわせて，預全部資金，見返資金の重点的活用を図る。

　また，日銀の高率適用強化，ユーザンス制度の適正化等の金融の量的

　統制を強化する。

⑦物価政策　―　直接的な価格統制は極力避ける。国民生活の基礎物資，

　公共料金は，従来どおり価格統制を継続する。

⑧物資需給の調整　―　重要物資については，必要に応じて統制を実施す

　るが，統制は必要最小限度に抑える。

⑤対日援助・外資導入　―　1952米会計年度に少なくとも１億5,000万

　ドルの対日援助を受けたい。電源開発，外航船舶増強等のために米国

　資本の導入を回りたい。また，食糧・綿花等の輸入資金のクレジット
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　を仰ぎたい。

大蔵省の懸念　このように，日本政府はアメリカに対して，特需発注の計

画的実施，原材料・食糧の輸入確保，経済援助・クレジットの供与を求め，

「日米経済協力」から多くの経済的利益を引き出そうとした。

　しかし，日本政府の中でも大蔵省のように，「日米経済協力」を無条件

には歓迎しない向きもあった。1951年２月26日付の大蔵省のメモ40）は，

つぎのような懸念を示している。

①経済協力によって，「消費物資の供給不足」や「インフレーションの昂

　進」が起き，国民生活が破壊されてはならない。「国民生活の実質的確

　保」は，「日本の国内治安維持のため」に譲れない絶対的条件である。

②現在は国際情勢が不透明なので，「徒らに日本の産業構成の理想的体系

　を描」く必要はなく，「軍需中心であれ，重工業偏重であれ，兎も角も

　日本の国民経済が循環し拡大する以上満足しなければならない」が，

　インフレ等により，経済循環が不円滑化することだけは避けなければ

　ならない。

③経済統制は最小限に抑えなければならない。「殊に司令部のニューディ

　ール的係官と通産安本官僚とは，統制というものの本質的性格から当

　然のこと乍ら次第に波及的に範囲を拡大し，結局広汎な統制を実施す

　るに至る可能性が充分にある」からである。

　ここに示されている懸念は，ダレスヘの要望事項を検討した１月末の大

蔵省メモ4１）にも見られる。メモの内容は以下のとおりである。

　　　　　　　　　　　ダレス氏に要望すべき事項の検討

　　　一，基本的検討
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　　　　（1）経済運営の目標をどこに置くか。

　　　　　（一）　国民生活水準の維持，向上をはかりつつ経済の循環を確保すること。

　　　　　（二）　軍需工業生産は右の経済循環の外枠として行い，民生を圧迫しない

　　　　　　程度で遂行すること。

　　　　　（三）　右の一定の生活水準の確保は日本が自由国家群の一員として自ら守

　　　　　　る意識を持つための絶対的な基盤であること。

　　　　（2）再軍備をどう考えるべきか

　　　　　（一）　日本側としては，積極的に軍事力を持つ国家としては登場しない積

　　　　　　もりであること。

　　　　　（二）　自ら国内秩序を維持するという程度以上の軍事力を持たないこと，

　　　　　　従って再軍備費としては警察行政費的な程度のものとすること。

　　　　（3）米国の経済援助ををどう考えるか。

　　　　　（一）　援助よりはむしろ政府借款を希望すべきではなかろうか。（ｲ可をど

　　　　　　の程度に）

　　　　（二）対日投資に対するＥＣＡの保証乃至これに準ずる措置を要望するこ

　　　　　　と。（日米合弁的未関発地域開発会社も考慮）

　　　二，講和前に措置すべき事項の要請（略）

　　　三，講和に関連する要請事項（略）

　　　四，講和後の国内問題（略）

経済再統制の忌避　アメリカの動員準備にともない，日本においても経済

統制が強化されるのではないかと懸念する声は，財界のみならず，政界や

大蔵省でも強かった。

　１月30日，吉田首相は参議院本会議において，過去の統制で国民は苦

しんで来た経験があるから，経済統制には反対である，原料等の輸入に統

制を加える必要が生じるかもしれないが，その場合は統制は最小限に抑え

たいと述べた42）。統制撤廃を公約として掲げてきた与党の自由党は43)統
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制を｢全面的に緩和調整することこそ急務｣であると主張した44)。2月19

日の閣僚懇談会では，現行②品目354のうち，100余品目を廃止すること

で了解か成立した45)。価格統制の撤廃方針は堅持され，1951年を通じて

統制解除は進んだ。

　財界は，官僚による直接統制を忌避し，業界団体による自主統制を希望

した。しかし, GHQ/SCAPは，独占禁止法に反するという理由から自主

統制には強く反対した46)。その結果，臨時物資需給調整法を改正して民間

自主統制方式を織り込む案は実現せず，1951年３月31日に期限切れの開

法は１年間延長されることになった47)。

　経済統制については, GHQ/SCAP内でも意見の相違があった。

　経済科学局顧問ファインや計画統計課長モローは経済統制支持論者であ

った。ファインは，１月26日に日米協会において，｢物価の高騰を阻止す

ることを目的とした経済統制案に対し，新聞その他に反対論がみられるの

は遺感に堪えない。場合によっては自由経済に固執することが却って高価

な犠牲を払うこともある｣と日本側に警告した48)。

　他方，財政課長リード(Eugine M. Reed)らは，戦略物資の貿易統制は必

要だが，経済統制の範囲は最小限でよいと考えていた49)。

　経済科学局長マーカットは，リードの見解に近く，現行の輸出統制以上

の統制を日本に強いることは政治的に好ましくないという意見を，陸軍省

に具申した50)。
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　その後，朝鮮戦争の全面戦争への拡大の危機も去り，経済統制の全面的

復活は実現に至らなかった。

GHQ/SCAPのインフレ批判　この頃, GHQ/SCAPは朝鮮戦争勃発後の

日本の物価上昇が，他の国と較べて著しいこと，日本政府が物価問題に真

剣に取り組んでいないことに苛立ちを感じていた51）。朝鮮戦争勃発

　　　　　　　図15　物価の推移（1949年１月～52年12月）

－149－



後，1951年４月までに，卸売物価は約52%,消費者物価は約22％も上昇

した（図15）。同じ期間に，アメリカの卸売物価指数は約１割，主要32カ

国平均指数は約２割しか上昇しなかった52）。

　1951年３月15日, GHQ/SCAP側は,周東経済安定本部長官に対して,３

月６日に日本政府が提出した経済政策は抽象的であり，物資統制に関する

具体的方法，物価高に対する措置（予算措置など）が明記されていないと

して，練り直しを指示した５３）ｏ

　練り直し作業の進捗状況は明らかでないが，マーカットは，４月初めに

予定されているＧＨＱ/ＳＣＡＰ使節団の渡米の際には，経済安定化への日本

の真剣に取り組みの姿勢をアメリカ本国政府に示す必要があると考えたよ

うである54）。渡米直前の４月５日，吉田首相に，日本の経済安定政策を箇

条書きにして渡し，承諾を求めた。吉田は，「日本政府は，貴下が書かれ

た，われわれの政策に何も付け加えるものはありません」とマーカットに

書き送った55）。

　ＧＨＱ/ＳＣＡＰの作成した文書５６）は，「完全雇用と物価安定を促進し，日

本の国際競争力を保持するために，経済安定化計画を維持することに同意

する」と述べ，以下の政策を列挙した。

①国内資源や外貨ポジションと釣り合いの取れた生活水準の維持。

②価格支持補助金の漸次の撤廃。
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③経済安定化と一致する健全財政の維持。

④ＩＭＦ,ＧＡＴＴの政策に対する支持。

⑤必要最小限の経済統制の実施。

⑥資本形成の促進と競争力のある私企業の育成。

⑦ＩＬＯの基準と合致した労働基準の採用。

⑧非インフレ的な財源による国内・輸出向け物資への融資。

　（5）財界の日米経済提携構想

ダレスに対する要望書　講和後に日米関係が弱まり，特需や経済援助を通

じて日本がアメリカから受けていた庇護が消滅することを恐れた財界は，

ダレスに対して日本経済への支援を積極的に訴えた。

　1951年１月25日，経団連，日産協，金融団体協議会，日商，日本貿易

会，日本中小企業連盟，日経連，経済同友会の経済８団体は「講和条約に

関する基本的要望」を発表，29日にダレス特使に提出した57）。

　この要望書は，「一刻も早く講和を結びたい」という財界の希望を伝え

るとともに，寛大な講和条件を要請した。具体的には，賠償の打ち切り，

在外資産の返還，対日政府クレジットの供与などの，「経済的に日本が自

立しうるような講和条件」を希望した。

　日米関係が極度に重視された点も注目に値する。要望書は，「英連邦を

含めた多数講和」が困難な場合には，「さし当り米国と単独に講和を結ぶ

こともやむを得ない」と，英国抜きの講和も想定していた。また，集団安

全保障が確立するまでの間，「米国軍の駐兵を希望し，そのために必要な

基地を提供する」，日本が「国土防衛に必要なる最小限度の防衛組織を樹

立する用意がある」と謳い，米軍基地存続と再軍備を積極的に主張した。

　日本の共産圈への接近を懸念するダレスは，財界の見解を歓迎した。ダ

レスは，石川一郎経団連会長に返書を送り，財界の要望書の「建設的な性
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格」に感謝の意を表した58）。

　ただし，関西の財界と金融界の意見は，経団連などとは異なっていた59）。

関西財界では，要望書は，軍事問題には出来るだけ触れず，スターリング

・ブロックを刺激しないようにすべきだという意見が強かった60）。関西系

の経済団体が独自に出した要望書のニュアンスは，上記の要望書とは異な

っていた。大阪工業会，大阪商工会議所，関西経済同友会の要望書は，い

ずれも，出来るだけ多数の国との講和を要望した。大阪工業会と関西経済

同友会は再軍備を肯定したが，大阪商工会議所は「再軍備問題については

財界人としてはふれない」方針を明らかにした61）。関西経済圏では紡績業

など軽工業が盛んで，軍需産業との関係が薄かったことが，こうした違い

の理由であろう。

　東西の財界の間では，再軍備問題よりも，英連邦との関係についての意

見の相違が目立つ。経団連主催の座談会において，この問題をめぐる論争

が闘わされている。原古平大日本紡績社長，桜田武日清紡績社長は，ポン

ド圏を含めた講和でなければ意味がないと主張した。アメリカと講和条約

を結べば，イギリスも同調するという楽観論に対しては，講和は政治的な

講和で終わるのではなく，「経済協定を含めての講和」が重要なのだと反

駁した62）。このように紡績業界は，英連邦との関係に気を使った。

　また，金融界は，軍需物資の需要は「水もの」であり，危険性が高く，

商業採算にも乗りにくいと，「日米経済協力」構想には批判的であった63）。
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全国銀行協会連合会の要望書も，日本からの物資調達と産業動員が，日本

経済に与えるであろうマイナス面（インフレ，国民生活の圧迫など）を挙げ，

そのマイナスを補うために，「対日経済援助の継続」や原料資源の確保を

アメリカ政府に求めるという論旨になっており，アメリカとの軍事提携へ

の積極的な期待は窺われない64）。

経団連・日米経済提携懇談会　日米経済協力にもっとも積極的であった経

済団体は経団連である。経団連は，早くも２月９日に，経団連内に日米経

済提携懇談会（委員長　長崎英造）を設置し，日米経済協力の具体化へ向け

て動き出した65）。

　日米経済提携懇談会は，ダレスヘの要望書を発展させ，３月15日に「日

米経済の協力態勢に関する意見」として公表した66）。

　この意見書は，①「米国の占領に伴う責任と対日援助の解消によって，

日本経済の自立達成上，１つの空白が生ずることが予想される」ので，「日

本の自立経済達成までの期間，その空白打開に対して米国の強い協力を期

待」すること，②「日米安全保障協定に則って日本もみずからの防衛組織

をもつと同時に，米国の別需生産（国連協力にもとづく別途需要）に協力す

るため，日本の工業力（設備，技術，労力等）の動員」を行なうに際して，

日米両国が，共同計画を策定し，協力し合うこと，③「日本をしてアジア

の工場たらしめ」，「日本の経済力をもってアジアの自由民主的繁栄に貢

献」できるように日米の協力態勢を確立することの３点を謳った。

　この３点は，①対日経済援助の継続，②特需の継続，③日本の東南アジ

ア進出への米国の協力という，「日米経済協力」構想の柱に対応するもの

である。
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　経団連は，「日米経済協力」のための，日米両国の関係者による日米経

済委員会の設置を希望した。この委員会は，経済８団体の要望書に掲げら

れている，「講和後，日米経済の緊密な提携をはかり，両国経済の交流発

展を積極的に推進するため，速かに日米経済協定を締結するとともに，両

国政府を代表する権限をもつ両国の経済人による日米経済委員会」である。

この委員会の性格について，石川一郎経団連会長は，「今はESSが日本

の経済問題の解決に当って居り，例へば石炭，鉱石を何屯，どこから輸入

する等の問題を処理してくれていますが，此のESSがなくなった暁は，

どうしても我々が米国の経済人と手を組んで，金融，産業，貿易等の問題

を解決して行かなければならない」と説明した67）。この発言は，当時の財

界がＧＨＱ/ＳＣＡＰに依存するようになっており, GHQ/SCAPの存在しな

い講和後に不安を抱いていたことを示している。

「日米経済協力」ブームヘの警告「日米経済協力」ブームが現出した。ア

メリカが日本に対して20億ドルの援助を行う用意があるなど68)ジャー

ナリズムは，「日米経済協力」構想に関する楽観的な予想を書き立てた。

　ＧＨＱ/ＳＣＡＰ政治顧問のベーリンガー(Carl Ｈ.Boehringer)は，「日米経済

協力」ブームを次のように評した。69）

　　　約６年間の占頷下で，日本人はアメリカの監督と資金援助に依存するように

　　なった。アメリカが占領後も国際収支赤字を引き受け，国内・対外関係につい

　　て，家父長的な援助を与えてくれるだろうという期待は，普遍的に依存してお

　　り，容易には消えないだろう。みずから努力せず，アメリカの援助を当てにす
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　　る態度は，経済協力に関する希望的観測と多大の期待によく示されている。

　この構想の推進役であった, ESS局長特別補佐官のモローも，過度の

楽観論に対し警告を発せざるを得なくなった。

　３月３日に，モローは，①ＧＨＱ/ＳＣＡＰが朝鮮向け物資を確保するため

に各種の発注方式を研究，討議しているのは事実だが，ただちに米国の国

防発注方式を日本に適用するような特別な計画は考えていない，②日米合

同経済委員会がすぐにも実現するようにいうのは早計である，③米国の対

日援助は継続されるだろうが，特別な日米協力計画を期待するのは早計で

あり，遠大な計画を考える前に，日本経済には克服すべき問題が山積して

いる事実を忘れてはならないという趣旨のステートメントを発表した70）。

2　マーカット声明

　（1）ＧＨＱ/ＳＣＡＰ使節団の渡米

日本の産業動員計画に関する国防長官の指令（1951年３月28日）マーシ

ャル国防長官は，日本における産業動員計画の立案に関する調達局の提案

に賛同し，３月28日に陸海空軍および調達局に宛ててメモランダムを発

した。

　このメモランダムは，①太平洋地域の米軍の使用に供するために，日本

からの軍需品調達を増やすこと，②米軍の軍備と，東南アジアの援助計画

のために日本の工業能力を最大限利用し，さらには，世界大戦が起きた場

合に日本の工業を最大限利用するために，調達局と協力して日本の工業能

力を調査することを指示した71）。
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　この指令は, GHQ/SCAPが推進中の産業動員計画にいわばお墨付きを

与えるものであった。

タッパー報告（1951年４月）72）他方では，タッパー報告のように, GHQ/

ＳＣＡＰの計画に対して疑問を投げかける声もあった。

　1951年３月に国防生産局（ＤＰＡ）のコンサルタントであるタッパー(Em-

est Tupper)が，戦略物資に対する統制についてＧＨＱ/ＳＣＡＰと日本政府に

アドヴァイスするために来日した73）。タッパーは, GHQ/SCAPの進めて

いた経済動員計画に関して，忌憚のない意見を開陳した74）。

　タッパーは，モローらの推進する経済動員計画は，「あまりにも野心的」

であり，また，あまりにも楽観的だと批判した。この計画は「特需」(spe-

cialprocurement)という短期の軍事的要因に依存し過ぎているが，正常な工

業生産能力の発展にもとづく「健全な日本経済」の樹立こそが，極東の安

全保障に寄与するとタッパーは主張した。そして，世界戦争の勃発を想定

して1952年（暦年）末までに経済動員体制を完成させようとするのは，

日本の工業生産が現在，戦時期のピークの60％程度にすぎないことから

見ても非現実的であると指摘した。また，この計画は，スキャップ官僚が

みずからの雇用継続を図る企みではないかと，露骨に批判した75）。
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　タッパーがＧＨＱ/ＳＣＡＰに提出した報告書は，「軍需調達を増加させる

ことは，日本問題，より広く極東問題への対処策としては，不完全で不満

足なものだ」という結論を出した76）。

ＧＨＱ/ＳＣＡＰ使節団の派遣（4月17日～26日）マーシャル国防長官の指

示により，４月17日～26日に調達局主催の会議がワシントンで開催され

た77）。出席者は，マーカット経済科学局長を団長とするＧＨＱ/ＳＣＡＰ使節

団78)陸海空軍および調達局の代表者であり，統合参謀本部の代表者がオ

ブザーバーとして参加した79）。

　会議に, GHQ/SCAPは２つの資料を提出した。資料の１つは，２月20

日付のトップ・レペル作業報告「日本の工業生産能力」であり，もう１つ

は，「軍事調達に関する提案」80）と題する文書であった。
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　｢軍需調達に関する提案｣は，仕様書・原料が与えられれば，日本はあ

らゆる種類の物資を生産できることを強調している。とくに日本が生産す

るのに適した物資としては，労働力プールを最大限利用する物資，最小限

の追加設備・原材料により大量生産が可能な物資，アメリカで供給不足の

物資，軍事援助物資としてアメリカが東アジア地域に供与する物資，軍需

にも民需にも利用できる物資などが適当だと述べている。各産業毎の提案

は，表16の通りである。

　会議では，工業生産能力，原料，船舶，産業動員計画，調達機構などに

ついて話し合われ，以下の点で合意を見た81)。

①統合参謀本部は，全体戦争が起きた場合に，日本の工業生産能力がどの

　程度利用できるか検討する。

②陸・海・空の各省は, GHQ/SCAPの｢日本の工業生産能力｣，｢軍需調

　達に関する意見｣を検討し，米国の調達計画が必要とする軍需品で，日

　本で生産するのに適したものを決定する。

③朝鮮以外の地域にも軍需物資を輸出できるように，日本の軍需生産に関

　する制限を見直す旨の提案を，しかるべき機関に対して行う。

④調達計画に関しアメリカ政府諸機関の間の調整を行う機関を，日本に設

　置することを提案する。

⑤東南アジアの原料資源を開発する提案を，しかるべき機関に対して行う。

　検討結果は，６月29日までに調達局に提出することとなった82)。

　ＧＨＱ/ＳＣＡＰ使節団派遣は，時期尚早であったように見える。 1951年４

月の時点では，アメリカの経済動員体制の中枢を担う国家生産局(ＮＰＡ)

と国防生産局(ＤＰＡ)はまだ組織が固まっておらず，動員計画の検討は始
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表16　軍需調達に関するＧＨＱ/ＳＣＡＰ経済科学局の提案（1951年４月６日）
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まったばかりだった83)。会議では，アメリカ政府の関係部局が, GHQ/

ＳＣＡＰ資料をもとに，日本からの調達を検討することが決ったにすぎな

かった。しかし他面では，アメリカ政府の各部局は，タッパーのように

ＧＨＱ/ＳＣＡＰの計画を空想的だと退けるだけの準備も整っていなかった。

　５月17日に国家安全保障会議はアジアに関する新たな政策(NSC 48/5)

を決定し，そのなかで，｢日本およびアジアの非共産地域向けに，日本が

低価格の軍需物資を大量生産できるようアメリカが援助す｣べきであると

謳った。こうして，アメリカ政府では日本からの調達の具体的検討が始ま

った。

日本の産業動員の検討　調達局は，統合参謀本部(JCS)に対し，日本の

産業動員計画がアメリカ軍の戦略と整合的であるかどうか問い合わせた。

　この点についての, JCSの見解はつぎのようであった84)。

①全体戦争が起きた際には，連合国は日本を確保することになっているの

　で，日本の工業生産能力はアメリカとその同盟国には利用可能である。

　しかしながら，生産能力のうち，かなりの部分は日本自身のために確

　保しておかなければならない。

②上記の事は，日本が地理的に攻撃されやすい位置にあり，全体戦争の際

　に，日本の工業が損害を蒙ることは計算に入れていない。

　このJCSの見解は，タッパー報告を斟酌し，ＧＨＱ/ＳＣＡＰの軍言動具

案に一定の留保をした案と見ることができる85)。しかし，調達局のサリヴ
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アンは, JCSの回答を，日本における産業動員計画に対する支持と解釈

した86）。陸軍省，海軍省も，産業動員計画の検討に異を唱えなかった。

　ところが，国務省から異論が出た。調達局が，朝鮮以外の地域への輸出

のために軍需品生産の制限緩和を提案したのに対し，国務省は，日本に対

してすべての軍需品の生産が認められているわけではなく，ＭＤＡＰ（相互

防衛援助計画）資金による東南アジア向けの軍需品については，講和条約

を交渉中の現時点で，緩和措置をとることは好ましくないと主張した87）。

　（2）マーカット声明とその波紋

マーカット声明（1951年５月16日）マーカット経済科学局長は，ワシン

トンでの会談を終え，５月10日に帰任した88）。マーカットは，５月16日，

日米経済協力に関する有名な声明を発表した89）。その要点は以下の通りで

ある。

１　日本は米国の緊急調達計画に参加できる。発注は入札によりその都度

　行い，長期的な発注計画は存在しない。

２　日本が国際機関（ＩＭＦ・世銀）に参加するための条件は，①対外支払

　政策の決定・公表，②恒久的なインフレ抑制策の公表，③加盟払込金

　に充当する外貨の確保，④健全予算の確立である。

３　アメリカの政府金融機関（ワシントン輸出入銀行）は対日融資を検討中

　である。日本側は外資保護政策を公表し，外資の受入態勢を整える必

　要がある。
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４　日本は，東南アジアに消費財や生産財を輸出する好機にあり，その実

　現のためには，日米経済協力の推進が不可欠である。

５　アメリカは日本の海運業を差別する意思はないが，アメリカの余剰船

　舶を日本に貸与することはできない。

　マーカットは，この声明が支える効果をつぎのように計算した90）。

　　この声明は日本に対して以下の二重の効果をもたらすであろう。

　　ａ　アメリカの生産計画に参加する具体的な機会が存在すること，そのために

　　必要な希少物資を入手できることを示すこと。

　　ｂ　日米経済協力は日本に特別な収入をもたらし，そこにおいては，アメリカ

　　が外貨を供給し，利潤は国内インフレにつぎこまれるという，日本の各方面で

　　抱かれている浪費的な発想に水を注すこと。

　中村隆英は，マーカット声明について，「講和を目前にし，ブームにわ

く日本に対して，一方ではアメリカの『緊急調達』への参加とそのための

生産および生産能力の拡大を示唆するとともに，他方ではインフレーショ

ンを抑制することなしには国際金融機関への参加も望めない，という硬軟

両様の含みをもっていたのであった」と述べているが，この評価は適切で

ある91）。

日本側の戸惑い　このような「硬軟両様」のマーカット声明に対して，日

本側は戸惑いを見せた92）。「新特需は日本が現在考えているよりも多く来

－162 －



る可能性が示された」（稲葉秀三）93）という肯定的な受け止め方もあったが，

全体としては失望感が強く，とくに，「新特需」の発注はコマーシャル・

ベースでという表現は，日本に対する特別な配慮はなされないという意味

と受けとめられた。

　経済安定本部の関係者は，「これまで日本側が考えていたような甘い線

で経済協力が具体化するという考え方は容れられないことが明らかになっ

た」，「生産増強のためある程度のインフレ政策を覚悟していた政府に対す

る大きな警告である」と述べた94）。

　経済界からは，日米経済協力を「円滑に遂行するためには，相当きびし

い条件が日本に課せられていることを，見落としてはならない」（原古平大

日本紡績社長），「先方の注文が質においても，価格においても，コマーシ

ャル・ベースだということは，日本にとっては一番痛い頂門の一針だ」

（堀田庄三大阪銀行副社長），「コマーシャル・ベースに立った日本にいわゆ

る競争力がなければできないという問題，これを余程よく考えなければい

けない」（佐藤喜一郎帝国銀行社長）といった感想が寄せられた95）。

　『日本経済新聞』は，「注文を受ける企業も全く自分の能力と責任におい

てのみ日米経済協力に参加し得るのであって，何かこの機会に甘い汁を吸

おうというような考え方は許されない」96）と論じ，『朝日新聞』は，「日本

業者が日米経済協力に関して抱いている若干の甘い考えに大きな警告を与

えているように見える」97）と述べた。

　このように，声明は，マーカットの思惑通り，「日米経済協力」構想に

浮かれた日本側の気持ちを引き締める効果を収めたのであった。
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新経済政策立案の要請　日本側は，マーカットと接触し，日本政府による

自発的な物価安定化政策の立案を, GHQ/SCAPが強く求めていることを

理解した。

　声明発表の翌日の５月17日に行われた，マーカットと池田蔵相との会

見では，マーカットは「日本が新シイinflation control policy ヲ明ラカニ

スルコトガ大切デアル。（中略）日本ノ総合的経済政策が出来レバ，アメ

リカ側ハ手ヲヒク用意アリ」と述べ，ファインが，「各省間ノ意見ヲ調整

シタintegrated statement が必要デアル」と補足した98）。

　こうして吉田内閣は，マーカット声明に応え，「日米経済協力」実現に

向けた長期経済政策の策定を開始した99）。

　新経済政策案は，経済安定本部が中心となって，大蔵省，通産省等の意

見を取り纏める形で作成された。以下，この政策の立案過程を分析する100）。

　日本政府の担当者は，マーカット声明をどう解釈したのか？　大蔵省の

内部メモにはつぎのような箇所がある１０１）。

　マーカット声明の裏には，日本に対する「脅迫」とまでは行かなくても，

「米国の世界政策実現のために」日本を利用しようという意図があるだろ

う。日本への特需発注には，「米本国の供給態勢が充分に整うまでのタイ

ムギャップを差当り埋めようとの意図」が見られるし，「東南アジア開発

も本来は米国自身が開発実施の意図をもっているが，当分は手が及ばない

から意志的に日木に参加させておこうとの考えかも知れない。」声明の意
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図がどこにあるにせよ，われわれは「経済協力を通じて経済の自立再建を

急ぐことを日本側の基本方針と考えるべきである。」

　このように，大蔵省は，アメリカの意図がどうれあれ，「日米経済協力」

構想に乗ることは経済復興にプラスであると考えた。そして，ただちに新

経済政策の立案にとりかかった。

金融政策をめぐる大蔵省と日銀の対立　金融政策をめぐっては，公定歩合

の引き上げや高率適用の強化などの金融の量的引締めを主張する大蔵省と，

銀行による自主的な質的規制（不要不急の部門への融資を制限する措置）にと

どめようとする日本銀行とが対立した。

　金融政策をめぐる日銀と大蔵省との意見の食い違いは，４月頃から生じ

ていたが102），マーカット声明への対処をめぐり，５月末に表面化した。

　日銀は，①従来行なってきた量的・質的統制を強化すれば十分である，

②政策だけが先走ることは妥当でなく，財政面や物の面の政策の進展と相

まって具体化してゆくべきである，という考えに立ち，金融引締め強化に

は消極的であった103）。

　5月31日に日銀がＧＨＱ/ＳＣＡＰに提出した「インフレーション抑制の

具体策（案）」104）は，市中銀行の不要不急融資の自主的調整に，日銀の金

融政策の一部手直しを付け加えた信用調整策を掲げており，そこには，高

率適用の強化，公定歩合の引き上げは明記されていなかった。これに対し，

大蔵省銀行局の「今後の金融政策の大綱」（5月21日）105）に掲げられた方
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針は，「資金の量的規制」を中心に組み立てられており，公定歩合の引き

上げ，高率適用制度の強化，国債買入の抑制，日銀ユーザンス制度の再検

討などを列挙した１０６）。

　大蔵省が日銀の高率適用強化107），公定歩合引上げを提案し108），日銀が

それらの措置に消極的であったことは，大蔵省が緊縮政策を支持したこと

を意味するものではない。大蔵省は，インフレは主として国外の要因によ

って生じたのであるから，心配する必要はないと考えた。インフレ対策は

もっぱら日銀が責任を負えばよいのであり，大蔵省（＝財政）が責任を持

つ（すなわち，これ以上の緊縮財政を実施する）必要はないとした。

　大蔵省主計局が５月28日に作成した「マーカット声明に関連し，採る

べき方策について」と題する文書は，こうした大蔵省のインフレ観を明瞭

に示している。

　　　　　最近までの物価騰貴の見方

　　　動乱後の物価騰貴は，輸入物資の値上りも一因であるが，基本的には，輸出

　　及び特需インフレの性格をもち，国内的にこれを顕在化せしめた主なる要因は，

　　所謂日銀ユーザンスに求められ，更に，その所得分配面に及ぼした効果は，跛

　　行的な異常利潤の発生と実質賃金の引下げであったと考えられる。

　　　　　財政の基本方針

　　　新年度には，日銀ユーザンスは揚超の効果をもっと見込まれるので，金融面

　　の政策において財政と相まって信用抑制の方針をとる場合，基本的には，現在

　　の均衡予算堅持という方針を，更に強烈なる引締めに転換する必要は存在しな
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　　いと思われる。

　　　　　（中略）

　　　最後に，声明内容としては，相当な引締めを行うごとき色彩のものとするこ

　　とが，単に対司令部ジエスチアとして必要であるのみでなく，前記の財政上の

　　節約を確保する上にも，効果があると考えられる。

　強烈な金融引締めは不用であるという見解は，「経済協力についての問

題点」（5月25日）109）にも記されている。この文書は，インフレの要因と

して，①「朝鮮事変後発生した世界的な需要増加結果，我国商品が特需及

び輸出の形で，外部から高価に買われた為に，我が国物価がこれに引きず

られて騰貴したこと」，②「輸出に対し輸入が遅れたこと」の２点を指摘

し，「インフレの直接要因は主として外部的なもの」と見ている。「強いて

インフレの国内的要因を求めれば」，それは1950年９月に始まった日銀ユ

ーザンス制度により思惑的取引が行われたことだと指摘する。この文書は，

物価水準を国際水準に調整するため，財政・金融両面の多少の引き締めは

必要であるが，「それは決してデフレ政策に大きく転換する様な意味のも

のではなく，朝鮮事変後海外諸国に比し強すぎた我国の思惑的傾向の行き

過ぎを是正するという程度の気持ちでよいであろう」と結綸づけた。

　以上から明らかなように，大蔵省はインフレ対策の必要を強く感じてお

らず, GHQ/SCAPから求められた引締め政策の責任を日銀に負わせ，み

ずからは減税政策を貴こうとしたのである。

　大蔵省の本音は，６月13日の，マーカットと蔵相との定例会見におい

て，より鮮明な形で現れている110）。

　マーカットは，大蔵省の，大蔵省の減税，生産者米価引上げ方針Ill)を
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きびしく批判した。

　　マーカット　経済安定は是非ともやらなければならないが，就中米価問題は解

　　　決がむづかしい。国際通貨基金を始めとして各方面から絶えず，日本の経

　　　済安定につき照会を受けている。新聞に依ると減税する方針と伝えられる

　　　が，このような事態なのに何故減税が考えられるか。消費者の購買力を増

　　　加してならない時に減税するとは実際的でないように思はれる。

　　池田　今年の予算上の税収は4,400億であるが，恐らく900～1,000億の増収

　　　があると思ふ。此のうち半分から三分の一を減税に充てたいと考える。

　　マーカット　900億の使い方として，それを消費購買力を増加するような方面

　　　に向けることはよくない。経済安定とか資本の蓄積に充当するのがよい。

　　　物資が資金に比して相対的に少い時に，購買力を増加する措置はよろしく

　　　ない。米に対して補給金を支出し，又，一方で減税をしたり賃金を引き上

　　　げたりするやうな事は消費購買力の増加を来す。

　また，インフレの原因と責任についても，日銀や銀行の側に責任がある

とする大蔵省と，大蔵省の側にも責任があるとするＧＨＱ/ＳＣＡＰとの見解

は対立した。

　　ファイン　日本の物価は世界の物価を遥に上廻っている今，日本政府の考えて

　　　いる方策は更に之に輪をかけようとしている。

　　池田　それは財政の問題ではない。日銀が貸付を増加しているからで信用政策

　　　の問題だ。

　　リード　財政と金融の両者は密接に相関させて考えるべきだ。

　　池田　昨年に比して政府預金は1,400億増加している。之は日銀ユーザンスで

　　　散超になった分を補って余りあるものだ。問題は銀行側にある。
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　　マーカット　同意はできない。

　　池田　銀行の貸出は増加している。最近数行の貸出状況を調査したが，各銀行

　　　の半分以上が１億円以上の貸出から成立っており，而もそれが思惑的な糸

　　　ヘン，金ヘンの方面に流れているので，之を抑制しなければインフレを防

　　　止することは不可能だと思う。之を税による引揚超で相殺することは納税

　　　者にとって甚だ苛酷な扱いである。

　　マーカット　米英其他多くの国の政府は皆アンテイ・インフレ対策［反インフ

　　　レ政策の意一引用者］を採用している。日本だけ政府が後方に引き込んで

　　　知らぬ顔をすることはよくない。政府が積極的に対策を樹てるべきだ。

　　　　　　　　　　　　（中略）

　　池田　今の通貨発行高は4,000億円で国民所得が４兆であるから発行高は決し

　　　て多くない。金融の皺を財政面でカバーする考へには反対である。

　　リード　日本の経済安定の２ヶ年を顧みれば財政面ではデフレであり，金融面

　　　ではインフレであり，両者をあわせてディス・インフレであった。

　　池田　財政面がデフレ的であるのはよいが，金融のインフレ要因を全部財政面

　　　　で負担するのは困る。下手な商人の尻拭ひを金融面でやり，更にそれを

　　　財政　で面倒を見ることは納税者に苛酷な扱ひだと思う。

　マーカットらＧＨＱ/ＳＣＡＰ側がアメリカの納税者の論理を主張したのに

対して，池田蔵相や日本政府側は，日本の納税者の論理を主張するという

構図が明瞭に現れている点は興味深い。

新経済政策の発表（6月23日）新経済政策は，６月14日の経済閣僚懇談

会（周東安本，池田大蔵，横尾通産，広川農林の４閣僚が出席）で決定され112），6

月23日に吉田首相から，「新経済政策に関する政府声明」として公表され

た113)。公表された声明とは別に，具体案を記した「今後の重要経済施策
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要綱」114)がＧＨＱ/ＳＣＡＰに提出された。

　政府はこの声明に，講和条約締結後の日本の経済指針という意味を持た

せ，講和会議に参加する各国にアピールしようとした115)。

　声明は，インフレの抑制に主眼を置き，「経済の安定を維持し，インフ

レーションを抑制し，現行為替レートを堅持しつつ，米国をはじめ民主自

由国家に対する経済協力を推進し，貿易及び生産等の経済規模の拡大を図

り，わが国経済の健全な発展と国民生活水準の維持向上を期する」ことを

「経済運営の基本方針」として掲げた。

　声明は，以下のように，経済的自立に努力する旨の決意表明で結ばれて

いる。

　　いうまでもなく，健全な経済を維持しつつ経済の発展を期することは，決して

　　安易なことではない。殊に，近く真の意味での独り立ちの経済を営むこととな

　　るのであるから，今後ますます輸出を増進しなければならない。これがために

　　は，最近の実惰にかんがみ，国際価格との関連において，国内価格を安定せし

　　めることが必要であり，当面財政金融の運営については，特に意を用いる必要

　　がある。徒らに安易を求めて，インフレの抑制を怠れば，国際的にも立遅れ，

　　またその信用を失うおそれがある。今後，国際経済に復帰して，真に民主自由

　　国家の一員として，名誉ある地位を占めるためには，やはり着実に経済の再建

　　を築き上げて行くことが必要であり，政府はこの際国民とともに，この点に関

　　する認識と決意を新にしたいと考える。

　（3）占領経費一部米偏負担の実施

占領経費一部負担方針の決定（1951年２月）日本経済の動員計画と併行し
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て，1950年秋から1951年半ばにかけて，占領経費一部ドル払いの実施計

画が進められた。前章で触れたように，1950年10月15日のウェーキ島

会談において，トルーマン大統領とマッカーサーは，1951米会計年度で対

日援助を打ち切る代わりとして，占領経費の一部米側負担方針(Partial Pay

-as-you-goPolicy)で合意した。これを受けてアメリカ政府内では具体化作

業が始まり，1951年１月末までに関係部局（国務省，陸軍省，財務省）は合

意に達し，２月末に大統領の承認を得，1952米会計年度から実施されるこ

とになった。

　1951年１月30日付のマーシャル国防長官の大統領宛書簡案の内容は，

以下の通りである116)。

①1952米会計年度から，日本における米占領事の経費の約50％をアメリ

　カ側が支払い，残りの円コストを日本政府が支払う方針は，日本に対

　して「心理的にも政治的にも適切」である。

②将来の一部米側負担については，今後検討の上で，講和条約と同時に効

　力を発する協定において定める。

③この計画を実施するために，1952米会計年度に必要な金額は，駐留米

　事の規模が1952年７月１日に最大限に達するという現行の計画を基礎

　とすれば，１億8,000万ドルになるが，朝鮮からの米軍帰還の遅延など

　の原因で，実際には１億4,000万ドルを超えないものと思われる。こ

　の計画が実施されれば，陸軍省が現在要求している１億4,000万ドル

　のガリオア援助は不要となるから，アメリカ政府の追加財政負担は生

　じない。

④日本政府はすでに，1951年度において２億8,000万ドル相当の当該予

　算を計上している。一部ドル払いの実施は，日本政府がかなりの金額
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　を自国の防衛力強化に用いることを可能にするだろう。

財務省の要求　２月22日，財務省は，調達物資の売却によって日本が得

たドルを，財務省が管理下に置くという内容の試案を，陸軍省に示した皿。

　この案で財務省は，友好国との関係について，アメリカ政府内に，つぎ

のような暗黙的ないし明示的な了解か存在しているので，アメリカが調達

物資に対して支払ったドルについても，この了解か適用されるべきだと主

張した。

　その了解事項とは，①アメリカの援助は，友好国が金・ドル準備を殖や

す目的に用いられてはならない，②アメリカは相互援助の原則を維持し，

双方の国が同等の負担をするような状態を作ることに全力を傾注すべきで

ある，③米軍の必要を満たすための資材提供は，相互の平等な負担を算定

する際に，米軍が駐留する国の側の貢献と見なされる，の３点である。

　財務省は，相互性の原則に立って，アメリカが駐留経費を負担するなら

ば，同盟国はアメリカから供与された武器の代金を支払うべきだと主張し

た。そして，まだ武器の供与を受けていない日本やドイツの場合には，ア

メリカが支払う占領経費ドル払い部分を，財務省の「相互防衛勘定」とし

てアメリカ側か管理し，将来の武器代金支払いのためにリザーブされるべ

きだとした。

　この情報を陸軍省から知らされたＧＨＱ/ＳＣＡＰは強く反発した。GHQ/

ＳＣＡＰは，陸軍省宛につぎのような電報を打った118)。

　日本はアメリカから経済・軍事援助を受けている他の国とは状況が異な

る。アメリカの政策によって中国・満州との正常な貿易が出来なくなった
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結果，日本は安価な原料調達先を失い，経済自立に大きな障害となってい

る。そのために生じたドル・ギャップは，現在，ガリオア援助と米軍の日

本からの調達によってカバーされている。朝鮮特需がいつまで続くかわか

らないので，早期に駐留軍経費のドル払いが開始され，西側の防衛のため

の総合的な生産計画が進展することが，日本の経済自立を図るために重要

になって来ている。財務省案は，米軍の軍需調達から得たドルを，日本が

ドル・ギャップを埋めるために用いる達を塞いでいるので，日本の経済安

定を図るために，アメリカは経済援助を復活させなければならないことに

なる。財務省の方針は一般的には妥当であるとしても，日本に適用するこ

とには問題がある。

　財務省の案に従えば，米側負担分のドルは，アメリカからの武器購入に

しか用いることが出来ず，経済復興のために日本がこのドルを用いること

は不可能になり，対日援助の意味が失われてしまう。財務省案のその後の

経緯は明らかでないが，財務省の案は実現には至らなかった。

リッジウェイ声明(1951年５月14日)アメリカ政府は，占領経賢一郎米

側負担の公表を，昭和26年度の終戦処理費予算が日本の国会を通過し，

また，対日ガリオア援助の停止が周知の事実となるタイミングで実施する

こととした119)。

　公表は，５月14日に，連合国最高司令官リッジウェイによって行われ

た120)。

　　国防総省は，トルーマン大統領が最近に行った決定に従って，近く議会に対し

　　｢米政府は現在日本が負担している日本駐在の米占領軍維持費のうち，７月１

　　日からその一部を支払うこと，および，それと同時に，対日経済援助費を減額
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　　すること」を提案することとなろう。日本が経済自立と安定経済の目標に向か

　　って現在までに成しとげた進歩から見て，本日発表された新政策のもとに取得

　　を予想される外貨は，他の方面から取得する外貨と相まって，米国の対日ガリ

　　オア経済援助（占領地救済援助）が米国の現会計年度末で打ち切られても不当

　　ではないほど十分なものとなるであろう。右の提案が議会の承認を得た場合に

　　は，対日講和条約発効の日まで実施されるものとみられる。

　リッジウェイ声明は，マーカット声明の２日前に出されたが，日米間で

両声明の受け止め方は異なっていた。「日米経済協力は政府および占領軍

当局において花花しくとりあげられたが，米本国ではむしろ『対日経済援

助の削減とアメリカ側による占領費の一部負担』の発表を重要視し，マー

カット声明はそのそえ物としての地位しか与えられなかった観がある」と

評された121)。

具体的実施方法の確定　占領経費一部負担の実施に当っては，日米がそれ

ぞれ負担する費目を確定する必要があった。負担の区分は，アメリカの政

府の方針に則り，日本側が，旅費・輸送費，通信費，土地・建物の賃借料，

施設用益費（ガス・電気・水道等）,役務の一部，修繕費などを負担し，アメ

リカ側か，労務費，役務の一部，消耗品・資材費などを負担することに決

った122）ｏ

　1952米会計年度の予算書によれば，在日占領軍経費は，総額３億2,278

万ドル，半額の１億6,139万ドルを日米両国がそれぞれ負担することとな

っていた（表17）。費目別内訳を見ると，日本側負担では石炭費，鉄道輸送

関係経費，土地・建物の賃借費などの金額が大きく，また，アメリカ側の

負担では，労務費と消耗品・資材費が大きいことがわかる（表18）。また，
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表17　1952米会計年度占領車予算見積（極乗車総司令部）
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表19　1952米会計年度の米国機関の支出見込額

米軍等のアメリカ政府機関の1952米会計年度の調達額は，占領経費一部

米側負担額１億6,000万ドル，朝鮮特需４億ドル，その他１億6,000万ド

ル，計７億2,000万ドルと見込んでいた（表19）。

　占領経費の一部米側負担の実施にともない，調達方法にも変更が生じた。

それまでは，終戦処理費による物資・サービス，労務などの調達は，特別

調達庁が担当し，朝鮮戦争関係の調達（朝鮮特需）は米軍が直接に行って

いた。一部負担の実施以後は，労務（占領軍労働者）については，特別調

達庁を通じる間接調達の方式が維持されたが，物資・サービス（役務）は，

米軍による直接調達に移行した。
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　間接調達については，いったん日本政府が円貨で立て替え払いをし，あ

とからドル小切手を受け取り，このドル小切手を外国為替特別会計に売る

という仕組みである123)。立て替え払いを円滑に行うために，1951年６月

11日に，一般会計に「特別調達資金」という名称で75億円の回転基金が

設けられた124)。

日米労務基本契約の施行（1951年７月１日）上記のように，日本人労務者

の雇用に要する経費は，アメリカ政府がドル貨で日本政府に支払うことと

なった。そこで，日米労務基本契約(Master Labor Contract)が，６月８

日の閣議決定を経て125），22日に日本政府（特別調達庁）とＪＬＣとの間で

調印され，７月１日から施行された126)。

　「この契約によって供給された人員はすべて日本政府の被雇用者」と定

められ，雇用契約は日本政府と日本人労務者との間に結ばれることとなっ

た。ただし，紛争については，「契約に関して発生した事実の解釈につい

ての給争で協議により解決しないものは，米国政府がこれを裁定する」と，

労働契約に関する紛争の最終的な裁定権が使用者である米軍に属すること

とされた。また，「米国政府は，日本政府が要求に基いて提供した人員を

引続き雇用することが自国の利益に反すると考える場合は，ただちに人員

を解雇することができ，その解雇は最終的なものである」と，米国政府の

利益に反すると考えた場合は，米軍が一方的に解雇できる規定も設けられ

ていた。
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　占領の開始以後，占領事が日本で調達した労務者は，日本政府（当初は

終戦連絡中央事務局，1947年12月からは新設の特別調達庁（略称は特調，ＳＰＢ））

が雇用し127)日本政府が経費を負担した。特別調達庁が雇用した労務者

の身分は国家公務員特別職であった。したがって，大部分の労務者にとっ

ては，その身分には差当り変化はなかった128)。

　ただし，1951年７月の措置により，従来，日本政府が雇用していた占

領事労務者のうち，非軍事的な労務者（家庭使用人，クラブ・ＰＸの使用人な

ど約４万人）は，アメリカ政府負担の対象から外され，当事者間の直接雇

用になったのである。

　日米労務基本契約は，講和後にも駐留軍労働者の雇用関係を規定する契

約として効力を保持し続けた。上記の，アメリカ政府が一方的解雇，紛争

裁定の権限を特つ点が,占領的性格を残す労務契約であると批判された129)。

そうした問題は，雇用者＝契約者＝日本政府と，使用者＝契約担当官＝米

軍とが別であることに起因していた。

［付記］本稿は，2002年度成城大学特別研究助成による研究「1950年代における

　　　　『特需』の経済史的研究」の成果の一部である。
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